
平成27年6月5日

文 部 科 学 省

財政制度等審議会の「財政健全化計画等に関する建議」に対する

文部科学省としての考え方

頁

【義務教育教職員定数】

１．加配定数の削減などにより、定数合理化計画を策定 １

すべき、との指摘について

【国立大学法人運営費交付金】

２．国立大学の教員数が年々増加している、国立大学全体 11

の収入額・事業規模は年々増加しており、このうち

国費負担額だけを見ても法人化当時に比べ約1,500億円

も増加している、との指摘について

３．国立大学の授業料の引上げについて積極的に検討すべき 21

（授業料を引き上げて収入の増加を図りつつも、その

収入を財源として、意欲と能力がありながらも経済的に

困難な学生層に対しては現在の水準よりも負担を軽減

するような経済的配慮が必要）、との指摘について

【科学技術】

４．過去の科学技術基本計画ではインプット目標 25

（量的投資目標）を掲げてきたが、固執すべきではない、

との指摘について

５．科学技術振興費が平成元年比で約３倍と伸びているが、 31

何を社会に還元しているか、もしくは還元し得るのか、

との指摘について



 



１．加配定数の削減などにより、教職員定数合理化計画

を策定すべき、との指摘について

（文部科学省の考え方）

○ 財政制度等審議会建議では、「定数合理化計画」策定

を検討すべきとする意見が提示。

○ これらの指摘は、学校現場を取り巻く課題が複雑・困

難化する中、時代の変化に対応した新しい教育に取り組

まなければならない状況を考慮していない。

○ 教育再生の推進のためには、

・ いじめへの対応や特別支援教育など学校が対応しな

ければならない教育課題は大幅に増加しており、きめ

細かい対応がこれまで以上に必要となっていること

・ 情報化社会に対応した創造性や課題解決力等を重視

したアクティブ・ラーニングに転換するための指導体

制の充実が必要であること

などを踏まえ、機械的削減ではなく、加配定数をはじめ

とする教職員定数の戦略的充実が必要。
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財政審建議の内容

文部科学省としての考え

○今後の少子化見通しを踏まえて機械的試算をすれば、①平成36年度までに37,700人の自然減を反映した上で、②4,214人の加配
定数を「当然減」として合理化することが可能。「定数合理化計画」を策定し、毎年度の予算編成過程で更なる合理化等を検討すべき

（財政審建議 p48～49）

・加配定数は、特別支援教育(通級指導)やいじめ・不登校への対応、
貧困による教育格差の解消、外国人児童生徒への日本語指導など、
学級数等に応じて算定される基礎定数では対応困難な教育課題に
対して措置するもの

⇒ 通級指導・・・小・中学校の普通学級に在籍し、言語障害、学習
障害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）などの
児童生徒を対象に、通級指導教室で、学習上又は
生活上の困難の改善・克服に必要な指導を実施

⇒ いじめ・不登校対応・・・いじめ事案について、保護者面談、関係
機関との連携、校内研修会やいじめ対策委員会を
実施。不登校生徒に対し、関係機関と連携を図り
つつ、家庭訪問や別室登校による学習指導を実施

⇒ 教育格差解消・・・学力低位層の生徒の個別学習指導計画の
作成や学び直し教室の開設、放課後の学習相談
指導を実施

むしろ、学校を取り巻く環境が複雑化・困難化し、教員に
求められる役割も拡大する中で、加配定数の改善が必要

①少子化によって生じる財源については、アクティブ・ラーニングやチーム学校の推進など、新しい時代の教育を実施するために活用すべき
②加配定数は特別支援教育、いじめ問題、貧困問題など現代的な教育課題の増大に対応してむしろ増員が必要

財政制度等審議会建議に対する考え方（教職員定数）

≪加配定数と各教育課題は、この10年間でどの程度増えているのか≫
（H16年度を100とした場合）
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145：日本語指導が必要な
外国人の子供の数

177：暴力行為の発生件数

218：障害のある子供の数
（普通学級在籍者）
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○平成に入って以降、児童生徒数が約３割減となる一方で、教職員定数は約９％減にとどまっていることから、児童生徒40人
当たり教職員数は約４０％増。
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小・中学校の児童生徒数 特別支援学校

特別支援学級在籍者数

小・中学校の児童生徒数と特別な支援を要する児童生徒数の推移

・児童生徒数の減少と同比率で教職員定数が減少していない主な要因
①特別支援学校・特別支援学級に在籍する児童生徒数の急増
②通級指導やいじめ、不登校など教育課題に対する加配定数の拡充

（参考）財政制度等審議会における財務省の主張

財務省の主張

文部科学省としての考え

義務教育諸学校に係る教職員定数の推移

特別支援教育
に係る定数

加配定数

69.6万人

63.4万人

52.4万人

17.4%

（小・中の児童生徒数） （特別支援学校・学級在籍者数）
（定数総数） （特支の割合）

・児童生徒の減少に応じて一般の教職員は減少
・これらの教育課題に対応する教職員は増加
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○日本の小中学校向け公財政支出を在学者１人当たりで見るとOECD平均を上回っている
○教員１人あたりの児童生徒数はＧ５（日・米・英・独・仏）諸国並みであり、１クラスあたり担任外教員数はＧ５諸国の中で最大

（財政審建議 p47～p48）

日本の教員は、授業以外に様々な業務を行っており、業務が授業に特化している欧米と単純に比較するのは不適当

文部科学省としての考え

財政審建議の内容

財政制度等審議会建議に対する考え方（教職員定数②）

日本の教員は主体的な学びを引き出すことに対して自信が低い

日本の教員は授業以外に様々な業務を行っている 日本の教員の勤務時間は参加34カ国/地域中で最長

（出典）OECD TALIS2013年調査結果報告書授業
22%

授業準備・

成績処理

21%

生徒指導、部

活動、保護者

対応等

37%

学校運営等
17%

研修等
3%

日本：約６割

授業
38%

授業準備・

成績処理

32%

生徒指導、保護

者対応等

13%

学校運営等
12%

研修等
5%

イギリス：約３割

・日本の教員は、授業以外にも、生徒指導、部活動等を多く
行っている

授業以外の
業務

授業以外の
業務

（出典）日本：文部科学省委託調査「教員勤務実態調査」（平成18年度）
イギリス：Department for Children, Schools and Families, “Teacher’s Workloads Diary Survey 2009”

（時間）＜１週間あたりの勤務時間＞

34カ国/地域
中で最長

（出典）OECD TALIS2013調査結果報告書

＜主体的な学びの引き出しに自信を持つ教員の割合＞

日本で担任外教員数の割合が大きいのは、以下の理由によるものであり、日本の状況が恵まれている訳ではない
学級規模が大きい ⇒ 学級数が少なくなる ⇒ 学級担任の割合が少なくなる ⇒ 担任外教員の割合が多くなる

（参考）一学級当たり児童生徒数 小学校27.7人（OECD平均21.3人） 中学校 32.6人（OECD平均23.6人）

＜授業以外の業務の割合＞

80.7%

70.0%

85.8%

26.0%

21.9%

17.6%

学習の価値を見いだす手助け

関心を示さない生徒に動機付け

勉強ができると自信を持たせる

日本 参加国平均

1.6 

2.9 
2.9 

2.1 
7.1 

19.3 
38.3 

3.0 
3.9 
5.5 

7.7 

8.7 
17.7 

53.9 

学校運営業務

同僚との共同作業／話し合い

事務作業

課外活動（スポーツ・文化）

授業計画

授業

勤務時間の合計

日本

参加国平均
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○諸外国においても、教員給与は教育支出のうち最大の部分を占めるが、特に日本の小中学校予算は教員給与に配分が
偏っている。 （財政審建議 資料Ⅱ－３－２）

教育支出のうち教職員給与が占める割合は諸外国と同水準、
財務省の主張はあたらない

・ 財務省は消費的支出（教職員給与、教材費など）に占める教職員給与の
割合を取り上げているが、資本的支出（施設費など）を含めた総教育支出
に占める教員給与の割合は諸外国と同水準。「特に日本の小中学校予算
は教員給与に配分が偏っている」とする財務省の主張はあたらない

人件費への手厚い投資が行われている国ほど、
ＰＩＳＡ調査で好成績

PI
SA
テ
ス
ト
（
数
学
）
の
成
績
（
点
数
）

一人当たりGDPに対する教員給与の比率（％）

450

500

550

50 100 150 200

出典：OECD, PISA 2012 Database; Figure IV.1.10.

日本

（出典） 図表で見る教育 OECDインディデータ（2014年版）

ドイツ

イギリス
アメリカ

フランス

財政制度等審議会建議に対する考え方（教育給与支出）

財政審建議の内容

文部科学省としての考え

教育支出の構成（初等教育） 教育支出の構成（中等教育）

・教員給与は学習成果と相関関係があり、重要な要素

・日本は、人件費への投資割合以上にＰＩＳＡ調査で好成績を上げて
おり、さらに充実を図る必要
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教職員給与
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指導体制と教育効果の関係について

・不利な家庭環境に置かれた児童生徒が数多く在籍する学校においては、
学習集団が小さいほど正答率が高くなる傾向

・学習集団が小さいほど子供たちの自己肯定感が高くなる傾向

・ 学習集団が小さいほど、児童生徒の授業中の私語が少なく落ち着きが高い傾向
授業中の私語が少なく落ち着いている学校ほど、学力が高い傾向

・ 学習集団が小さいほど、児童生徒の規範意識が高い傾向
児童生徒の規範意識が高い学校ほど、学力が高い傾向

・ 総合的な学習の時間に力を入れる学校ほど、学力が高い傾向
一方で、総合的な学習の時間などの課題解決型学習の実施は、教員の負担が増加

学習集団と教育効果について

学校における指導と教育効果について
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不利な家庭環境に置かれた児童生徒が数多く在籍
する学校においては、学習集団が小さいほど正答率が

高くなる傾向

学習集団が小さいほど子供たちの自己肯定感が

高くなる傾向

出典：平成26年度学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究

○小学校

※ＳＥＳ・・・家庭所得、父親学歴、母親学歴の３指標を合成した指標。

（出典）平成26年度全国学力・学習状況調査

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

14人以下 15～20人 21～25人 26～30人 31～35人 36人以上

国語A

国語B

数学A

数学B

学級規模別 教科平均正答率（中学校）
（不利な家庭環境の児童生徒が数多く在籍する学校（lowest SES））

学習集団と教育効果について

先生は、あなたのよいところを認めて
くれていると思いますか

（正答率）
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授業中私語が少なく、生徒が落ち着いていると考えている学校の割合（中学校・学級規模別）

学校における指導と教育効果について①

○児童生徒の授業中の私語が少なく落ち着いている学校ほど、学力が高くなる傾向
○学習集団が小さいほど、児童生徒の授業中の私語が少なくなる傾向

74.9 

44.8 

60.2 

51.7 

81.3 

53.7 

70.0 

62.9 

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

国語A 国語B 数学A 数学B

どちらかといえばそう思わない、そう思わない

どちらかといえばそう思う

そのとおりだと思う

授業中の私語が少なく、児童生徒が落ち着いている学校ほど、正答率が高い傾向

授業中私語が少なく、生徒が落ち着いていると考えている学校における平均正答率（中学校）

（出典）平成26年度全国学力・学習状況調査報告書

68.5%
62.5% 60.5%

51.4%
46.3%

42.1% 41.1%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

10人以下 11人～15人 16人～20人 21人～25人 26人～30人 31人～35人 30人～40人36人～40人

学習集団が小さいほど、児童生徒の落ち着きが高い傾向

（出典）平成26年度全国学力・学習状況調査
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（出典）平成26年度全国学力・学習状況調査

62.4%
57.5% 55.5%

45.7%
37.7%

30.1% 30.9%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

10人以下 11人～15人 16人～20人 21人～25人 26人～30人 31人～35人 30人～40人36人～40人

学校における指導と教育効果について②

○児童生徒の規範意識が高い学校ほど、学力が高くなる傾向
○学習集団が小さいほど、児童生徒の規範意識が高くなる傾向

児童生徒の規範意識が高い学校ほど、正答率が高い傾向

75.5 

45.7 

61.1 

52.6 

81.4 

53.7 

70.0 
62.9 

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

国語A 国語B 数学A 数学B

どちらかといえばそう思わない、そう思わない

どちらかといえばそう思う

そのとおりだと思う

生徒が礼儀正しいと考えている学校における平均正答率（中学校）

（出典）平成26年度全国学力・学習状況調査報告書

学習集団が小さいほど、児童生徒の規範意識が高い傾向

生徒が礼儀正しいと考えている学校の割合（中学校・学級規模別）
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総合的な学習の時間において、探究活動（課題の設定からまとめ・表現に至る探究の過程を
意識した指導）に力を入れる学校ほど、正答率が高い傾向

出典：平成26年度全国学力・学習状況調査 調査結果のポイント

学校における指導と教育効果について③

○総合的な学習の時間に力を入れる学校ほど、学力が高くなる傾向
○一方で、総合的な学習の時間などの課題解決型の学習の実施にあたっては、教員の負担が増加

71.4

53.7

76.9

56.2

73.9

57.1

79.1

59.2

40

50

60

70

80

90

国語A 国語B 算数A 算数B

あまり行っていない、全く行っていない

どちらかといえば、行った

よく行った

78.1 

49.1 

65.2 
57.3 

81.1 

53.5 

69.6 
62.4 

40

50

60

70

80

90

国語A 国語B 数学A 数学B
あまり行っていない、全く行っていない

どちらかといえば、行った

よく行った

小学校 中学校

総合的な学習の時間などの課題解決型の学習にあたっては、教員の負担が増加

総合的な学習の時間などの課題解決型の学習の特徴

○ 総合的な学習の時間においては教科書がないなど、独自教材の準備が必要

○ 個別の子供の関心・意欲に対応した指導内容の策定が不可欠

○ グループ学習・個別学習により、子供たちの学習内容が多様化・個別化

世界一忙しい日本の教員のさらなる負担増加への対応が課題
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２．国立大学の教員数が年々増加している、国立大学全

体の収入額・事業規模は年々増加しており、このうち

国費負担額だけを見ても法人化当時に比べ約1,500億円

も増加している、との指摘について

（文部科学省の考え方）

１．国立大学の法人化以降、国立大学に係る国費負担額は

増加していますが、その内訳を見ると、国立大学が獲得

する競争的研究費が増加しており、国立大学が本来行う

教育研究を支える基盤的経費である運営費交付金につい

ては、減少しています。

２．運営費交付金の減少により、次のような問題が生じて

おり、国立大学が行う基盤的・持続的な教育研究の機能

の遂行に影響を生じさせています。

・国立大学が行う教育研究活動を支える常勤教員の人件

費が10年間で大幅に減少。特に若手研究者の常勤雇用

が減少し、そのキャリアが不安定化していることから、

優秀な人材の確保に支障が生じる恐れのあること。

・教育の質的向上に対応するための教育経費や、基盤的

な研究に当てるための経費、学長が戦略的に使用する

改革経費などを捻出することが困難。

３．法人化以降、国立大学を取り巻く環境は大きく変化し、

現在、国立大学は、グローバル化、イノベーションの創

出、地方創生など、我が国が抱える課題に立ち向かうこ

とのできる人材の育成や新たな教育研究ニーズに対応す

ることが求められています。
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４．このようなニーズに応えるため、国立大学が社会に対

してより積極的に期待される役割を果たせるよう国立大

学改革を進める中、運営費交付金において、改革に取り

組む大学に対しメリハリある重点支援といったインセン

ティブを付与することが必要です。

５．一方、国立大学が獲得する競争的研究費は増加してい

ますが、特定の研究目的のために配分されるものであり、

運営費交付金に代わって国立大学の基盤的な機能の強化

を図るための恒常的な財源となるものではありません。

国立大学が教育研究機能を発揮して、これまで以上に

我が国の成長を支え、科学技術イノベーションによる社

会を牽引していくためには、むしろ、競争的研究費のさ

らなる充実が必要です。

６．以上のようなことから、国費負担額全体が増加してい

るから十分であるという指摘は適切ではないと考えます。

７．なお、文部科学省としては、国費による財務基盤の充

実を図ることだけではなく、自己収入の拡大など財源の

多様化の取組も含めて、財政基盤を強化することが必要

と考えており、国立大学の自己改革・新陳代謝を進め、

その機能の強化に取り組むことにより、社会から求めら

れる役割と責任を確実に果たしていくことのできる国立

大学改革を引き続き推進していきます。
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国立大学法人の運営費交付金、補助金等獲得状況の推移 
（受入額ベース） 

参
考
１
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国立大学法人等(90法人)の経常収益の推移 

※ 競争的資金等は、補助金等収益、受託研究等収益等、寄附金収益、研究関連収益の合計である。 
※ ( )内は附属病院における経常収益を除いた額 

各国立大学法人「平成25事業年度財務諸表」を基に作成 
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考
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国立大学の教員数と常勤教員人件費の推移 

（単位：人） （単位：億円） 

(注1）教員数については学校基本調査、人件費については文部科学省調べ。 
(注2）平成19年度以降の人件費には、会計基準変更にともなうセグメント間の人件費賦方法の見直しによる影響額を含んでいる。 
(注3) 人件費には、附属病院以外の推移を示している。 
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研究大学における任期付教員の雇用財源調査（速報版） 
参
考
４
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国立大学法人運営費交付金対象経費の状況について 

0 5,000 10,000 15,000

H25

H16

8,759 

10,115 
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3,560 

328 

153 

運営費交付金収益 学生納付金収益 雑収益 
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H16

1,209  

737  
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1,021  

567  
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261  

633  

教育経費 テニュア教職員人件費 教育研究支援経費 一般管理費・保守費等 水道光熱費 その他 

教育の質の向上への 
取組等による増 

運営費交付金対象収益 

運営費交付金対象経費 

※1.本資料は、決算データから運営費交付金対象収益を算出し、その額を運営費交付金対象経費の総額と同額と仮定したときの対応関係を表している。 
※2.上表からは、病院に関する経費を除いている。※3.教育経費からは、保守費・修繕費などを除いている。※4.テニュア人件費は、「国立大学法人等の役職員の給与等の水準」など 
 を基に計上。 
※5.教育研究支援経費とは、図書館や大規模センターなど大学全体の基盤を支える部門の運営にかかる経費をさす。 

13,828 
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13,828 

12,479 

（単位：億円） 

（単位：億円） テニュア教職員 
人件費の減 

電子ジャーナルの価格
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水道光熱費の価格上昇
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基盤的な研究費や学長
が戦略的に使用する改
革経費の捻出が困難。 
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国立大学の国際化と地域への貢献 

 

国立大学は、教育や研究面の指標では欧米の大学と
ほぼ互角だが、評価の際の「国際性」の指標
（international outlook）が低いため、総合順位が伸び
悩んでいる。 

◆世界大学ランキング2014-2015 
○上位１０大学は、アメリカ・イギリスの大学が独占。 
 ⇒１００位以内に入った日本の大学は２大学。 
○このランキングには５つの指標（教育、研究、国際性、産 
 業界からの収入、論文被引用数）（※）が使用。 

（※）５つの指標： 教育（teaching）、研究（research）、国際性（international  
  outlook）、産業界からの収入（industry income）、論文被引用数（citation） 

出典： The Times Higher Education World University Rankings 2014-2015を参照し、国立大学協会事
務局作成 

2014-2015 大学名 国等 

1 カリフォルニア工科大学 米国 

2 ハーバード大学 米国 

3 オックスフォード大学 英国 

4 スタンフォード大学 米国 

5 ケンブリッジ大学 英国 

6 マサチューセッツ工科大学 米国 

7 プリンストン大学 米国 

8 カリフォルニア大学バークレー校 米国 

9 インペリアル・カレッジ・ロンドン 英国 

9 イェール大学 米国 

23 東京大学 日本 

25 シンガポール国立大学 シンガポール 

43 香港大学 香港 

48 北京大学 中国 

49 清華大学 中国 

50 ソウル国立大学 韓国 

59 京都大学 日本 

141 東京工業大学 日本 

157 大阪大学 日本 

165 東北大学 日本 

国立大学は、地方における産学連携の中核を担うととも
に、その教育研究活動により、地域全体に大きな経済効
果をもたらしている。 

◆国立大学が存在することにより、様々な経済効果がある 

国立大学の経済効果 

出典：株式会社日本経済研究所「大学の教育研究が地域に与える経済効果等に関する調査研究」 
(文部科学省平成22年度 先導的大学改革推進委託事業，平成23年3月)より国立大学協会事務局 
作成（調査対象大学：富山大学、徳島大学、長崎大学）。株式会社日本経済研究所「地方大学が地 
域に及ぼす経済効果分析」(平成19年3月)より国立大学協会事務局作成（調査対象大学：弘前大学、 
群馬大学、三重大学、山口大学）。各国立大学法人の調査結果より国立大学協会事務局作成（調 
査対象大学：山梨大学、鹿児島大学） 

付加価値誘発額 雇用効果 

直接効果 総合効果 （県内総生産に占める率） （県全従業者に占める率） 県税 市町村税 

４８３億円 ２９１億円 ６，６０７人 ４億円 ２億円 

（1.45倍） 0.6% 1.1% 0.4% 0.4% 

５４８億円 ３００億円 ７，８４９人 ５億円 ４億円 

（1.49倍） 1.1% 2.2% 0.9% 0.8% 

７１２億円 ４２５億円 １０，６８６人 ４億円 ２億円 

（1.59倍） 1.0% 1.7% 0.5% 0.6% 

４０７億円 ２５５億円 ６，７８３人 ４億円 ３億円 

（1.46倍） 0.6% 0.9% 0.4% 0.3% 

５９７億円 ３３８億円 ９，１１４人 ５億円 ４億円 

（1.52倍） 0.4% 0.9% 0.2% 0.2% 

４２８億円 ２２７億円 ６，８９５人 ４億円 ３億円 

（1.40倍） 0.3% 0.8% 0.2% 0.1% 

６６７億円 ３８５億円 ９，００７人 ６億円 ５億円 

（1.54倍） 0.7% 1.2% 0.4% 0.3% 

４１５億円 ２４８億円 ６，３３９人 ４億円 ４億円 

（1.43倍） 0.7% 1.4% 0.4% 0.3% 

８６７億円 ５１５億円 ７，９７５人 

（1.87倍） 1.0% 1.1% 

山梨大学 ２９１億円 

３６７億円 

４４８億円 長崎大学 

徳島大学 

富山大学 

税収効果 

ー ー 

大学名 
県内生産誘発額 

弘前大学 ２７９億円 

群馬大学 ３９３億円 

三重大学 ３０５億円 

山口大学 ４３３億円 

鹿児島大学 ４６４億円 

３３２億円 
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国立大学経営力戦略（仮称）に盛り込むべき内容のポイント 
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国立大学法人運営費交付金予算額の推移 
参
考
８

 

-
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0
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３．国立大学の授業料の引上げについて積極的に検討す
べき（授業料を引き上げて収入の増加を図りつつも、
その収入を財源として、意欲と能力がありながらも経
済的に困難な学生層に対しては現在の水準よりも負担
を軽減するような経済的配慮が必要）、との指摘につ
いて

（文部科学省の考え方）
１．意欲と能力のある学生等が経済的理由で進学等を断念
することのないよう、安心して学ぶことのできる環境を
整備することは極めて重要と考えます。

２．そのため、文部科学省としては、基本的には学生等に
対してできるだけ教育費負担をかけないようにしていく
ことが重要であり、まず、国立大学の授業料値上げあり
きという考え方は適当でないと考えます。

３．しかし、厳しい財政状況の中において、いまだ経済的
に困難な学生等への支援は十分とは言えず、そのさらな
る拡充が求められますが、外部資金の導入促進など財源
の多様化のための取組も含め、必要な財源確保に最大限
努力していくことが必要です。

４．それでもなお、既存の財源では対応が困難な場合には、
例えば一部の裕福な高所得世帯の学生に対する授業料値
上げによる財源を活用し、経済的に困難な学生等の支援
に充てることなども一つの考え方としてはありますが、
そのような一部の家計の教育費負担増による支援策など
が社会や国民の理解を得られるかも含め、慎重な検討が
必要です。
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高等教育への公財政措置等に関する国際比較 

■ 国の経済規模（ＧＤＰ）に対して、教育機関への公財政支出は、ＯＥＣＤ諸国の中で最低の水準であり、約半分の水準。 
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（出典） 
「OECD 図表で 

みる教育（2014）」 

高等教育への公財政支出（教育機関への支出・対ＧＤＰ） 

（2011年） 

■ 日本は家計の負担割合が高い。  
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教育費の公費・私費負担割合 

（出典）OECD「図表でみる教育（2014）」より作成 

■ 日本は授業料が高く、奨学金受給率が低い。 
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学生等への経済的支援について 

国立大学法人の授業免除等の推移 
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予算額 対象人数 

（億円） （万人） 

大学等奨学金事業 
【貸与人員】  

  無利子奨学金  44万1千人   ⇒  46万人（1万9千人増※）                        

               ※うち新規貸与者の増員分8千6百人 

                                  〔この他被災学生等分7千人〕 

   （有利子奨学金  95万7千人     ⇒  87万7千人（8万人減）） 

【事 業 費】  

   無利子奨学金  3,000億円 ⇒  3,125億円（125億円増） 

                 〔この他被災学生等分48億円〕 

  （有利子奨学金  8,677億円 ⇒  7,966億円（711億円減）） 

＜平成26年度予算＞ ＜平成27年度予算＞ 
＜平成26年度予算＞ ＜平成27年度予算＞ 
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国立大学の授業料について 

１． 文部科学省令（国立大学等の授業料その他の費用に関する省令（平成１６年３月３１日文部科学省令第１６号）において

「標準額」を規定（省令第２条）。 

【参考】 

  ・学部（昼間）、大学院、専門職大学院  ５３５，８００円 

  ・法科大学院  ８０４，０００円 

 

２． 省令第１０条に基づき、各大学は、「標準額」の１２０％を上限に、その範囲内で学則等においてそれぞれ授業料を設定。 

なお、下限は設定していない。 

国立大学法人の授業料の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国私立大学の授業料の推移 
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（注）① 私立大学の額は平均値であり、年度は入学年度である。  

   ② 国立大学の平成１６年度以降の額は国が示す標準額である。 
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４．過去の科学技術基本計画ではインプット目標（量的

投資目標）を掲げてきたが、固執するべきではない、

との指摘について

（文部科学省の考え方）

１．科学技術は未来への先行投資であり、アベノミクスが

掲げる「世界で最もイノベーションに適した国」を実現

するために必要不可欠なものです。我が国が先進国とし

て持続的にイノベーションを創出していくには、市場原

理の下では必ずしも実施されない挑戦的かつ独創的な研

究を通じて革新的技術シーズを生み出す必要があり、政

府の研究開発投資に求められる役割は極めて重要です。

２．実際、青色ＬＥＤやｉＰＳ細胞といった我が国発のイ

ノベーションは、長期にわたる政府の研究開発投資があ

って実現されたものです。

３．さらに、大学や公的機関に対する公的投資は、この20

年間、景気に左右されることなく、一貫して経済成長率

にプラスに影響しているといった分析もあり、近年、イ

ノベーションの主体となる企業における研究開発が短期

化し、企業の研究開発への投資効率が落ちている中で、

景気に左右されない公的投資の存在が我が国の経済成長

の鍵を握っています。

４．我が国においては、こうした公的投資の重要性を踏ま

え、第１期科学技術基本計画から一貫して政府の研究開

発投資目標を掲げてきています。第２期基本計画以降、

目標を達成できていませんが、こうした目標設定の下、

厳しい財政事情の中でも投資総額の微増を維持してきま

した。
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５．一方で、諸外国も、イノベーションによる成長を目指

して、公的投資を拡充している現状にあります。特に、

中国をはじめとする新興国が急激に力を伸ばしてきてい

ます。また、財政規律が求められている米国でも、競争

力の維持のためには基礎研究への継続的な支援が必要と

の考えの下、政府の研究開発投資を伸ばしています。ド

イツでも、将来への投資として高等教育と科学技術を柱

に据え、連邦政府と州政府がともに予算を増加すること

としています。そうした中、我が国における政府の研究

開発投資の伸び率は諸外国と比較しても著しく小さく、

公的投資を確保していかなければ、「世界で最もイノベ

ーションに適した国」となることは望めません。

６．現在、科学技術イノベーションにおいて覇権を争う諸

外国は、研究開発投資に対する目標を掲げており、特に、

ドイツや韓国は、我が国と同様に政府の研究開発投資に

対する目標を掲げている状況にあります。

７．今後、世界と競争していくためには、科学技術イノベ

ーション振興に対する我が国の姿勢として、目標値を国

内外に明確に示すことが重要であり、次期の科学技術基

本計画においても政府の研究開発投資目標を掲げていく

ことは不可欠であると考えています。
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資料：ＮＩＳＴＥＰ「工場立地と民間・公的Ｒ＆Ｄスピルオーバー効果：技術的・地理的・
関係的近接性を通じたスピルオーバーの生産性効果の分析」 

注：ＴＦＰ（全要素生産性）成長率とは、経済成長率から労働投入・資本投入の寄与を除いた残
渣のことを指す。生産性の向上を示す指標。 

資料：ＮＩＳＴＥＰ「科学技術イノベーション政策のマクロ経済政策体系への導入に関する調査
研究」を基に文部科学省等作成 

日本の経済成長の要因分解 

製造業のＴＦＰ上昇率の要因分解 

参考１ 
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国・地域 
投資目標官民計 

 対GDP比 
(目標年) 

政府投資目標 出典 

米国 3.0％ ― 米国ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略(2011)ほか 

ＥＵ 3.0％※1 
（-2020） 

研究開発・イノベーション関連プログ
ラムに計770億ユーロ（2014-2020）※2 

※１ Europe2020（2010-2020） 
※２ Horizon2020（2014-2020） 

英国 ― 

BISの科学研究予算に前計画期間
(2011-2014年度)と同水準の計47億ポ
ンド（2015年度）※1 
科学インフラへの投資として計59億ポ
ンド（2016-20年度）※2 

※ １ 科 学 ・ 研 究 予 算 配 分 計 画
2015/16(2014) 

※２ 成長計画：科学とイノベーショ
ン(2014-) 

フランス 3.0％ 
（-2020） 

― 
国家改革プログラム(2011年以降毎年
欧州委員会に提出) 

ドイツ 3.0％※1 
（-2020） 

1.0％※2 
(-2020) 

※１ 国家改革計画(2005-)、ｸｵﾘﾌｨｹｰ
ｼｮﾝｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ(2008-)ほか 

※２ 国家改革プログラム(2011年以降
毎年欧州委員会に提出) 

中国 

2.2％※1 
（-2015） 
2.5％※2 
(-2020) 

― 

※１ 第12次科学技術発展五カ年計画
(2011-2015) 

※２ 国家中長期科学技術発展計画
(2006-2020) 

韓国 ― 92.4兆ウォン 
(2013-2017) 

第３次科学技術基本計画(2013-2017) 

各国の研究開発投資目標について 
参
考
２

 

注１：英国の年度は４月を開始月としている。 

-
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フランス 35.0 
EU-15 32.9 
米国 30.8 
ドイツ 29.2 
英国 27.0 
韓国 23.8 
中国 21.1 
日本 19.5 

（年度） 
FY 
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英国 United Kingdom EU-15
中国 China 韓国 Rep. of Korea 

韓国 0.96 
米国 0.86 
ドイツ 0.84 
フランス 0.78 

日本 0.73 

EU-15 0.70 

 

英国 0.44 

中国 0.43 

政府負担研究費対GDP比の推移 

研究費の政府負担割合の推移 

資料）日本：総務省「科学技術研究調査」、 

    その他：OECD「Main Science and Technology Indicators」 

資料）日本：（政府負担研究費）総務省「科学技術研究調査」、（GDP）内閣府「国民経済計算確報」 
    EU:（研究費、国内総生産）「Eurostat database」 
    その他：OECD「Main Science and Technology Indicators」 

科学技術投資の推移 

○ 主要国に比べ、我が国の科学技術関係予算の伸びは低調。 

○ 主要国に比べ、我が国の政府負担研究費の対GDP比は高くない。 

○ 主要国に比べ、我が国の政府負担は低いまま。 

（年度） 

FY 

2000年度を100とした場合の 
各国の科学技術関係予算の推移 

出典：文部科学省作成 
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注）各国の科学技術関係予算について、2000年度の値を100として各年の数値を算出。 

資料）日本： 文部科学省調べ。各年度とも当初予算  中国： 科学技術部「中国科技統計数据」 

    EU-15： Eurostat   その他の国： OECD「Main Science and Technology Indicators」  

（年度） 
FY 
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５．科学技術振興費が平成元年比で約３倍と伸びている

が、何を社会に還元しているか、もしくは還元し得る

のか、との指摘について

（文部科学省の考え方）

１．これまで、科学技術基本計画に基づき、科学技術政策

を政府として一体的に進めてきたことにより、国民生活

に大きな変化をもたらすような、質の高い成果の創出と

社会還元を実現しており、その投資に見合う効果を上げ

ていると認識しています。

２．国民生活に変化をもたらすような我が国発のイノベー

ションとして、例えば、

○青色発光ダイオードの発明とＬＥＤ照明の実用化（Ｌ

ＥＤ照明器具の2020年の世界市場は5.5兆円）

○ヒトｉＰＳ細胞の樹立と再生医療への実用化（再生医

療の2050年の世界市場は38兆円）

○ＩＧＺＯ液晶の実用化（スマートフォンやタブレット

ＰＣ等に搭載）

○光触媒の実用化（多くの建材や生活器具等に使用）

○重粒子線によるがん治療の実現（これまでの治療実績

9,000人超）

○医療・福祉用ロボットスーツの実用化

○緊急地震速報の運用開始・高度化

といったことが挙げられます。このような、現在、そし

て今後の社会経済を支える革新的技術の多くは、科学技

術振興費に代表される政府の研究開発投資が、長期にわ

たる研究開発や産学連携を支え、その成果が社会に還元

されたものです。
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３．さらに、政府の研究開発投資が、社会へ還元されてい

ることを裏付けるものとして、大学や公的機関に対する

公的投資が、この20年間、景気に左右されることなく、

一貫して経済成長にプラスに影響しているといった調査

結果もあります。

４．また、社会還元の先は国内にとどまりません。気候変

動や資源エネルギー問題といった世界規模課題の解決に

も科学技術は貢献してきており、このことが、世界の中

での我が国の優れた存在感を高め、人類全体の存続にも

貢献しています。

５．科学技術振興費は、1989年度（平成元年度）と比較し

て現在は約３倍と指摘されていますが、その伸びのほと

んどは2005年度（平成17年度）までのものであり、直近

の10年間はほぼ横ばい状態にあります。

６．そのような中、我が国の科学技術のレベルについては、

2000年以降、1980年代と比較すると大きく様変わりして

おり、例えば、

○1990年代には受賞の無かったノーベル賞について、

2000年以降に既に12人が受賞（米国籍の南部氏、中村

氏を含めれば14人）

○トップ論文誌の一つであるサイエンス誌における我が

国の論文数シェアが、1989年（平成元年）から2010年

（平成22年）の間に、約５倍に増加

○国立大学等と民間企業等との共同研究について、1999

年度（平成11年度）から2013年度（平成25年度）の間

に、受入れ金額が約６倍に増加

○研究開発等による特許に基づく他国からの知的財産権

等使用料について、2002年度（平成14年度）以降黒字
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化し、2014年度（平成26年度）には２兆円の黒字とな

っており、技術輸入国から技術輸出国へ変化

するなどの状況にあります。

７．基礎研究の成果が花開き、イノベーションを通じて社

会に還元されるまでには長期間かかることを踏まえると、

こうした成果の蓄積により、今後当面の間は、我が国か

らイノベーションが生み出されていくことが期待できま

す。

８．他方、この10年間、科学技術振興費をはじめとする政

府の研究開発投資が横ばい傾向にある中で、産学官連携

の拡大や、大学改革など、基礎研究の成果をイノベーシ

ョンへ転換する効率を上げるための努力を続けてきてい

ますが、政府の投資に関して、現在の横ばい傾向が続け

ば、今後、我が国がイノベーションの伸び悩みに直面す

る事態が懸念されます。

９．このため、我が国においても、他の主要国と同様に、

政府研究開発投資を拡大していくことが不可欠であると

考えています。
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資料：ＮＩＳＴＥＰ「工場立地と民間・公的Ｒ＆Ｄスピルオーバー効果：技術的・地理的・
関係的近接性を通じたスピルオーバーの生産性効果の分析」 

注：ＴＦＰ（全要素生産性）成長率とは、経済成長率から労働投入・資本投入の寄与を除いた残
渣のことを指す。生産性の向上を示す指標。 

資料：ＮＩＳＴＥＰ「科学技術イノベーション政策のマクロ経済政策体系への導入に関する調査
研究」を基に文部科学省等作成 

日本の経済成長の要因分解 

製造業のＴＦＰ上昇率の要因分解 

参考１ 
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科学技術関係予算等 

（億円） 

（注）科学技術関係予算には、補正予算、予備費及び地方公共団体分を含まない。 
資料：【科学技術関係予算】 「科学技術要覧」（文部科学省科学技術・学術政策局） 
    【科学技術振興費】 「昭和24年度以降主(重)要経費別分類による一般会計歳出当初予算及び補正予算」（財務省） 

約２倍 
（1989年（平成元年）比） 

約３倍 
（1989年（平成元年）比） 
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科学技術基本法（1995年）以降、科学技術振興が進展し、2000年以降における 
ノーベル賞（自然科学系３賞）受賞者数は、日本が世界第２位まで向上 
 

• 1990年代 の我が国の受賞者数  ０人 
• 2000年以降の我が国の受賞者数 １２人 ※米国籍の南部氏・中村氏を含めれば１４人 

近年の日本人ノーベル賞受賞者 

参考３ 

（注１）受賞者の国名は受賞時の国籍でカウント。但し、二重国籍
者は、出生国でカウント  ※二つの国籍と出生国が異なる場
合、国籍のうち、受賞時の主な研究拠点国でカウント） 

 
（注２）南部博士、中村博士は、米国籍であることから、アメリカ

に計上。 
 
（注３）2011年以降受賞者の国籍及び出生国については、ノーベル

財団が一部未公表であるため、当該情報が不明な受賞者は、同
財団が発表時に公表した受賞時の主な活動拠点国で計上。 

ノーベル賞の国別受賞者数（自然科学系３賞） 

◇設立（1901年度）～2014年度 ◇2000年以降 

  物理学 化学 
生理学 
・医学 

計 

1 ア メ リ カ 合 衆 国   87 65 98 250 
2 イ ギ リ ス   22 26 30 78 
3 ド イ ツ   24 29 16 69 
4 フ ラ ン ス   13 8 10 31 

5 日 本   8 7 2 17 
6 ス ウ ェ ー デ ン   4 4 8 16 
7 ス イ ス   3 6 6 15 
8 旧ソ連（ロシア含む） 11 1 2 14 
8 オ ラ ン ダ   9 3 2 14 
10 オ ー ス ト リ ア   3 2 4 9 
10 カ ナ ダ   3 4 2 9 
10 デ ン マ ー ク   3 1 5 9 
13 イ タ リ ア   3 1 3 7 
14 オ ー ス ト ラ リ ア       6 6 
14 ベ ル ギ ー   1 1 4 6 
16 イ ス ラ エ ル     5   5 
17 ア ル ゼ ン チ ン     1 2 3 
17 ノ ル ウ ェ ー     1 2 3 
19 南 ア フ リ カ       1 1 
19 ス ペ イ ン       1 1 
19 ア イ ル ラ ン ド   1     1 
19 イ ン ド   1     1 
19 エ ジ プ ト     1   1 
－ そ の 他   3 3 3 9 
      199 169 207 575 

  物理学 化学 
生理学 
・医学 

計 

1 ア メ リ カ 合 衆 国   20 21 19 60 

2 日 本   5 6 1 12 
3 イ ギ リ ス   2 0 8 10 
4 ド イ ツ   4 2 1 7 
5 フ ラ ン ス   2 1 3 6 
6 イ ス ラ エ ル   0 5 0 5 
7 ロ シ ア   4 0 0 4 
8 オ ー ス ト ラ リ ア   0 0 3 3 
9 ノ ル ウ ェ ー   0 0 2 2 
10 オ ー ス ト リ ア   0 1 0 1 
10 オ ラ ン ダ   1 0 0 1 
10 カ ナ ダ   1 0 0 1 
10 ス イ ス   0 1 0 1 
10 ス ウ ェ ー デ ン   0 0 1 1 
10 ベ ル ギ ー   1 0 0 1 

      40 37 38 115 

2008年 物理学賞（小林誠・益川敏英・南部陽一郎※） 
      化学賞 （下村脩） 
 
2010年 化学賞（鈴木章・根岸英一） 
 
2012年 生理学・医学賞（山中伸弥） 
 
2014年 物理学賞（赤崎勇・天野浩・中村修二※） 
 

※受賞時は米国籍 

 

 科学技術関係投資の成果 ー ノーベル賞 ー 
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トップ論文誌における、質の高い論文のシェアも大幅に向上。 
科学技術基本計画のもと、産学連携や知的財産活動が大幅に進展。 

国公私立大学等と民間企業等との共同研究の
実施件数・受入れ金額 

特許権実施等件数・実施料収入（国立大学等） 

◇科学技術とイノベーション（産学連携と大学発特許） 

→大学発特許のライセンス収入が大幅に増加 
 ただし、質の向上も図りつつ継続的な 
 取組が求められる 

◇トップ論文誌における論文数シェア 

→トップ論文誌「サイエンス」において 
 我が国のシェアが大きく増加 

→トップ論文誌「ネイチャー」においても 
 我が国のシェアが増加 
 

 科学技術関係投資の成果 ー 論文、産学連携、特許 ー 

（万件） 
（千件） 

サイエンス誌における我が国の論文数シェア 
（％） 

ネイチャー誌における我が国の論文数シェア 
（％） 
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論文数シェア 
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実施料収入 

特許権実施等件数 

約134倍 
（2001年度比） 

約10倍 
（1999年度比） 

（億円） （億円） 

→企業から受け入れた共同研究費が大きく増加 
 ただし、一層の産学連携の深化が求められる 

（年） （年） 

（年度） （年度） 

参考４ 

出典：「科学技術のベンチマーキング2012」（文部科学省科学技術政策研究所 
   （現文部科学省科学技術・学術政策研究所））を基に作成 

出典：「科学技術のベンチマーキング2012」（文部科学省科学技術政策研究所 
   （現文部科学省科学技術・学術政策研究所））を基に作成 

資料：2002年度以前：国立大学等のデータについて、文部科学省研究振興局技術移転推進室 
  （現科学技術・学術政策局大学技術移転推進室）調べ 
   2003年度以降：「産学連携等実施状況調査」（文部科学省科学技術・学術政策局） 

資料：2002年度以前：国立大学等のデータについて、文部科学省研究振興局技術移転推進室 
  （現科学技術・学術政策局大学技術移転推進室）調べ 
   2003年度以降：「産学連携等実施状況調査」（文部科学省科学技術・学術政策局） 

受入れ金額（国公私） 

私立大学等 

約6倍 
（1999年度比） 

公立大学等 

約23倍 
（1989年度比） 

国立大学等 

受入れ金額（国立大学等） 

実施件数 
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我が国のサービス収支 
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輸送 旅行 委託加工サービス 

維持修理サービス 建設 保険・年金サービス 

金融サービス 知的財産権等使用料 通信・コンピュータ・情報サービス 

その他業務サービス 個人・文化・娯楽サービス 公的サービス等 

サービス収支 

2001年度までは赤字国 

「技術輸出」により 2.0兆円の黒字 （10億円） 

（年度） 

資料：財務省「国際収支状況」を基に作成 

参考５ 
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